
奥州市議会全員協議会 

 

日時：令和８年５月26日（火）   

午前10時                

場所：奥州市役所７階 委員会室 

 

１ 開  会 

２ 挨  拶 

３ 協  議 

(1) 説明事項 

① 学校給食費の無償化について 

② 令和８年度公売予定の普通財産について 

③ 海外友好都市締結記念日米野球親善交流事業について 

④ 令和８年度一般会計補正予算（肉付け予算）（案）について 

 

(2) 協議事項 

選挙管理委員会委員及び補充員の選挙について 

 

(3) 報告事項 

次期総合計画策定に係る特別委員会の設置について 

 

４ そ の 他 

５ 閉  会 



学校給食費の無償化について

１

市議会全員協議会説明資料 令和８年５⽉26日 教育委員会事務局学校教育課

１ 国による⼩学校給食費の負担軽減交付⾦の内容
(1) 趣旨
・「保護者」ではなく子育て支援に取り組む「自治体」へ
の支援として実施

・「無償化」ではなく「抜本的な負担軽減」

(2) 支援対象者の範囲
・給⾷を実施する公⽴の⼩学校
・5/1現在の在籍児童
・生活保護の教育扶助、要保護児童は、他の制度で継続対
応

(3) 支援の基準額等
・在籍児童数１人当たり基準額5,200円×11か⽉＝年額57,200円
・基準額を超える部分については、引き続き保護者から徴収可能
・非喫⾷者の取扱いは、学校設置者の判断

(4) 財源負担（国1/2、県1/2）
【国】給⾷費負担軽減交付⾦
【県】市町村給⾷費負担軽減交付⾦

(2) コロナ交付金、物価高騰対応重点支援交付金の活用
「学校給⾷物価⾼騰支援事業」として、令和４年度から国の交付
⾦を活⽤。令和６年度以降は、学校給⾷費改定増分に対する公費負
担を継続し、保護者負担額を一定に保っている。
【令和４年度、令和５年度】
・物価⾼騰による影響額（消費者物価指数から算出）

【令和６年度、令和７年度】
・学校給⾷費改定に伴う保護者増額分
・精米価格値上がり分

（単位︓千円）

※は、精米価格値上がり対応分

２ 奥州市の学校給食費

(1) 学校給食費の改定
物価⾼騰が続く中、学校給⾷の供給日数及び質を維持

するために、令和６年度から毎年増額改定している。

改定後額 （R7との差額）

１⾷単価 267 300 339 381 42

年額 46,100 51,900 58,600 65,900 7,300

１⾷単価 312 349 396 451 55

年額 52,100 58,200 66,100 75,300 9,200

小

学
校

173日

中

学
校

167日

学校給⾷費
R2〜
 R5

Ｒ6 R7
R8

供給日数

（単位︓円）

交付⾦種別 R4

コロナ交付⾦ 19,000 30,852

2,017 ※ 44,280 95,155
4,497 ※ 5,844 ※

計 19,000 32,869 48,777 100,999

重点支援交付⾦

R5 R6 R7



学校給食費の無償化について

４ 物価⾼騰対応重点⽀援交付⾦を活⽤することの解釈

給⾷費無償化に関して、重点支援交付⾦の併⽤については国が
次のように方針を示している。

○物価高騰による⼩中学生の保護者の負担軽減を実施するため、重点
支援交付⾦を学校給⾷費等の支援に⽤いることを可能とする。

○⼩学校の給⾷費が国の負担軽減交付⾦の基準額を超える場合、その
超過部分に対して重点支援交付⾦を活⽤することを可能とする。

〇国の負担軽減交付⾦は小学校給食を対象とし、中学校給⾷は対象と
していない。重点支援交付⾦を⽤いた中学校給⾷の無償化への活⽤
は制度の趣旨に適さない。

３ 県内自治体の動向

【小学校給食】 県内３３自治体

国の負担軽減交付⾦の範囲
内で賄える自治体も存在する
が、おおむね県内すべてが自
治体負担により完全無償化を
実施すると⾒込まれる。

※県内他市13市は、完全無償
化を実施

【中学校給食】 県内他市 １３市

以前から完全無償化を実施し
ている陸前⾼⽥市と宮古市のほ
か、令和８年度より新たに釜⽯
市と⼆⼾市が完全無償化に。

（釜⽯市は、Ｒ７から第２子以降
完全無償化）

その他の９市は現状のままで
保護者負担を原則とする。

２

市議会全員協議会説明資料 令和８年５⽉26日 教育委員会事務局学校教育課



学校給食費の無償化について

３

（単位︓千円）

５ 給食費完全無償化に係る財源（令和８年度）

(1) 小学校
令和８年度改定後の学校給⾷費（年額65,900円）と国の基準額（年
額57,200円）との差額（年間8,700円）を重点支援交付⾦を活⽤し、
保護者負担額を０円とする。

《内訳》
①給⾷費総額 年額65,900円× 4,495人
②負担軽減交付⾦ 年額57,200円× 4,480人
③重点支援交付⾦ 国との差額分8,700円× 4,495人
④一般財源 生活保護世帯の給⾷費分 57,200円× 15人

(2) 中学校
令和８年度改定後の学校給⾷費総額を市が負担し、保護者負担額
を０円とする。

《内訳》
⑤給⾷費総額 年額75,300円× 2,586人
⑥重点支援交付⾦ 令和８年度交付決定額93,490千円－③
⑦一般財源 ⑤－⑥

重点支援交付⾦が財源の一部とならない場合、恒常的な⼩中学校
完全無償化の実施には、年間 約2億3千万円を市が負担する必要が
ある。

市議会全員協議会説明資料 令和８年５⽉26日 教育委員会事務局学校教育課



学校給食費の無償化について

４

６ 非喫食者に対する助成制度の創設 ７ 関連スケジュール

■５⽉14日 児童生徒保護者に対して現状を説明する文書配布

■５⽉26日 市議会全員協議会への説明

■６⽉中旬 補正予算の審議

歳⼊︓保護者負担額の減額
負担軽減交付⾦の追加

歳出︓給⾷費改定に応じた賄材料費の増額
学校給⾷代替費負担軽減助成⾦の追加

■６⽉下旬 予算審議の結果に基づき児童生徒保護者に正式通知

アレルギーのため家庭から弁当を持参する児童生徒のほか、不登校
や⼊院による⻑期の⽋席を理由とした学校給⾷の非喫⾷者は、家庭で
の財政負担が生じている。
こういった児童生徒は、国の負担軽減交付⾦や市独⾃施策の恩恵を

受けることができないことから、同交付⾦及び市の一般財源を原資に
助成⾦を交付する。

【学校給⾷代替費負担軽減助成制度のメニュー】

助成の対象 助成の内容
想定人数と
R8予算見込

児童 生徒

アレルギーに
よる完全弁当
の持参

負担軽減交付⾦（年額
57,200円）を給⾷の供給
日数で除し、非喫⾷日数
を乗じた額

1人
57,200円

１人
57,200円

乳糖不耐症、
乳アレルギー
による牛乳の
代替

児童生徒１人に係る県が
定める牛乳単価に非喫⾷
日数を乗じた額

20人
252,000円

15人
182,000円

不登校による
家庭昼⾷、⼊
院での昼⾷費

負担軽減交付⾦（年額
57,200円）を給⾷の供給
日数で除し、非喫⾷日数
を乗じた額

14人
800,000円

40人
2,288,000円

市議会全員協議会説明資料 令和８年５⽉26日 教育委員会事務局学校教育課



令和８年度公売予定の普通財産について

今年度公売予定の普通財産は、次の７件（水沢５、江刺１、胆沢１）で、うち建物も含む売却は４件。
※物件により、境界確定や分筆などの測量・不動産鑑定・工事等の事前準備のため、入札予定時期ごとにグループ A ～ C に分類。

令和８年５月26日 全員協議会説明資料 財務部財産運用課

１ 公売予定の普通財産について

資料 1/2

ｸﾞﾙｰﾌﾟ № 所在地 登記地目 建物 登記地積(㎡) 公売までの準備

A
1 水沢佐倉河字宿148番１ 外１筆 雑種地 無 3,043.34 条件調整

2 水沢字三本木12番７ 外１筆 宅地 無 106.53 不動産鑑定

Ｂ

3 水沢羽田町字並柳24番 雑種地 無 1,023.00 不動産鑑定

4
水沢羽田町字並柳39番
（旧羽田幼稚園）

学校用地 有 2,999.00 境界確定測量、不動産鑑定

5
江刺藤里字外ノ沢304番7 外４筆
（旧江刺南保育所）

学校用地 有 6,553.00 条件調整

C

6
水沢佐倉河字後樋120番1 外10筆
（旧胆江地区勤労者教育文化センター）

宅地 外 有 4,694.72 境界確定測量、不動産鑑定

7
胆沢若柳字土橋30番 外５筆
（旧若柳中学校）

宅地 外 有 38,952.00 水道布設替工事、境界確定測量

※アンダーライン部は６月定例会に補正予算案を提出（市有地現況調査委託料 合計 2,883千円）

２ 入札スケジュールについて

今年度の入札予定は、９月、12月及び翌３月の３回。

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

A
●委員会 ●入札

B
●委員会 ●入札

C
●委員会 ●入札

鑑定・条件調整 公告

測量・鑑定・条件調整 公告

工事・測量・鑑定 公告

※●委員会＝市有財産取得処分調整委員会



令和８年度公売予定の普通財産について 資料 2/2

今年度公売予定物件のほか、奥州市ホームページ（市有財産売却情報、空き公共施設バンク）に物件47件（うち価格を付して公開
している物件８件）及び宅地分譲地８件の情報を掲載しており、これらは年間を通じて引合いを待ちながら処分に向け調整を行う。

令和８年５月26日 全員協議会説明資料 財務部財産運用課

３ 不動産寄附（旧胆江地区勤労者教育文化センター）の受納経過について

４ その他

令和７年７月、（一財）胆江地区勤労者教育文化センター理事
より、施設を運営していくための資金が令和７年度中で枯渇する
見込みとなり、借用している土地の返却及び所有している全ての
土地建物について、（一財）岩手県教育会館所有分を含め市へ寄
附を行いたい旨の申し出があった。

また、市が無償貸付をしている土地については、一部が建物敷
地になっていることから、原状回復をするためには原則解体が必
要となるが、費用が捻出できない状況とのことであった。

これを受け対応検討した結果、①市有地に建物がある、②法人
は財産処分が出来ない、③一般財団法人解散が起因、④法令によ
り法人が議決した場合は市に残余財産の権利が属する、⑤一部公
の施設の役割も担ってきた等の特殊事情があり、市有地を活用す
るためにも、本件は特例として寄附を受ける方針とし、庁議・議
員説明会等の経過を経て、当該不動産寄附の受納を決定したもの。

なお、行政目的のある取得でないことから、受納後は速やかに
民間活用に付すべく、売却処分を行う方針である。（売却に際し
ては、建物を解体はせず、現状のまま行う予定。）

名 称：胆江地区勤労者教育文化センター

所在地：奥州市水沢佐倉河字後樋120番地１

建 物：昭和61年築（耐用年数50年）鉄骨２階建

土 地：一般財団法人所有分８筆※下図のとおり

年月 （一財）胆江地区勤労者教育文化センター 市

R8.2~3 臨時評議員会(2/18)→財団法人解散(3/1)→清算法人に移行(3/2)

R8.5
土地・建物について寄附書提出

※（一財）岩手教育会館所有地も併せて寄附書提出
寄附書の受納

R8.6 ６月定例会に売却に係る補正予算案提出

R8.7~10 境界確定測量、不動産鑑定

R8.12~R9.3 入札に係る公告

R9.3 入札・契約

(1) 要旨 (2) 対象財産

(3) 経過と今後のスケジュール

奥
州
市

（
一
財
）
岩
手
教
育
会
館

水色の枠内：
施設用地

桃色：県教育会館
所有地

黄色：市有地

無色：勤労者教育
文化ｾﾝﾀｰ
所有地



海外友好都市締結記念 日米野球親善交流事業について

１ 概要

２ 事業主体

(1) 実施期間

令和８年８月７日（金）から８月10日（月）まで

(2) 受入予定人数

選手24名、監督及びコーチ5名、選手の家族30名程度

(3) 親善交流事業

日米野球親善交流試合（２試合）、市内見学など

(4) その他

310baseballの選手は、奥州リトルシニアの選手の家庭にホームス

テイ。監督・コーチ・選手の家族は市内ホテルに宿泊。

３ 事業内容

４ 日程案

海外友好都市トーランス市の硬式野球チーム 310baseballが来

奥し、奥州リトルシニア（旧金ケ崎リトルシニア）との親善試合を含む

交流事業を実施するもの。

これは、令和7年8月にトーランス市にて実施した、標記交流事業の

受け入れ版となるものである。

海外友好都市締結記念野球親善交流実行委員会

委員会構成

奥州市、奥州商工会議所、JA岩手ふるさと、JA江刺

令和8年5月26日全員協議会資料 政策企画部未来羅針盤課

８月７日（金）

〇歓迎ランチレセプション・ホストファミリー対面式

〇オイゲン工場見学、えさし藤原の郷見学

８月８日（土）

〇野球練習会（花巻東高校グラウンド）

〇ホストファミリーと過ごす

８月９日（日）

〇日米野球親善交流試合（前沢球場・２試合）

８月10日（月）

〇お見送り（水沢江刺駅）

※310baseballは新幹線で京都へ移動

５ 事業実施に係る費用（概算）

支出…1,631千円

歓迎レセプション、記念品代、ホームステイ受入謝金など

収入…661千円

310baseball負担金（360千円）

歓迎レセプション参加費等（301千円）

実行委員会負担金 970千円（上記支出ー収入）



令和８年度奥州市一般会計６月（３号）補正予算（案）について

(1) 補正予算の全体像

市議会全員協議会資料 令和８年５月26日 財務部財政課

１ 予算規模等

一般会計６月補正予算（案）内訳

補正額合計
（①＋②）

区分
①政策経費

②経常経費
うち総合戦略分

肉付け分＊ 1,001,273 49,413
435,937

通常分 △366,507 9,900 △198,829

計 634,766 59,313 △198,829 435,937

1

（単位：千円）

政策経費
行政の継続性を踏まえ、奥州市総合計画に登載された２つの戦略プロジェクトと６つの大綱に沿った事業に

ついて新規及び拡充して計上するほか、市長の公約事項である小中学校の給食費無償化に係る事業等を追加で
計上

(2) 前年度当初予算との比較

令和８年度
（６月補正後）

令和７年度
（当初）

増減額 伸び率

＜参考＞

令和８年度
（当初）

予算総額 65,685,505 66,207,000 △521,495 △0.8 64,450,000

うち一般財源 44,083,097 42,936,083 1,147,014 2.7 43,575,268

（単位：千円、％）

※予算総額は、令和７年度当初予算と比較すると、補助費等の増や普通建設事業費の減などにより0.8％の減

※令和８年度当初予算編成後に補正を２回（約８億円）行っているため、当初予算と６月補正額の合計額と６月補正後予算額は一致しません。

※款別、性質別等の比較については、別紙資料のとおり

６月補正
編成時点

当初予算
編成時点

増減額

肉付け分 1,001,273 1,159,001 △157,728

うち
一般財源 200,319 486,464 △286,145

（単位：千円）
＊肉付け予算の比較＜参考＞

※市長交代に伴う事業の取り止め、組替等並びに新規事業の
追加により、当初予算編成時点よりも事業費、一般財源ベース
ともに減となっている。



２ 重点的に予算を配分した主な事業

２

（カッコ内の数字は、今回補正額）

◎市政発展のための戦略プロジェクト（総合戦略事業）

▶「誇りと幸せを実感できるまちづくり」 ～人口プロジェクト～ 1,204,085 千円
(49,413 千円）

・ 安定した雇用と新しい産業の創出 うち 594,458 千円
（新規就農者支援事業） （6,225 千円）

・ 出会いを通じた結婚支援、子育て環境ナンバーワンへ うち 274,864 千円
（産婦人科・小児科オンライン相談事業） （5,591 千円）

・ 体験を通じた新たな奥州ファンの開拓 うち 164,263 千円
（大学連携事業、移住支援事業、奥州湖周辺エリア活用整備推進事業、中沼登山口駐車場トイレ整備事業） （16,022 千円）

・ 地域愛の醸成と、安心・安全に生活できる個性豊かな地域社会の実現 うち 170,500 千円
（旧伊手小学校複合施設整備事業、協働のまちづくりアカデミー事業、行政OA化推進事業、住民基本台帳事務費、 （21,575 千円）

官民連携都市再生推進事業、賑わい創出・都市再生事業）

▶「世界へ発信するまちづくり」 ～ＩＬＣプロジェクト～ 7,455 千円

※事業の概要は、「令和８年度地方版総合戦略事業（６月補正後）」一覧参照

◎総合計画・施策の大綱別事業 ※金額の右側の№は、「主な事業」一覧の№と一致

▶みんなで創る生きがいあふれるまちづくり 【政策企画・協働まちづくり分野】
・ 地区センター管理運営事業 35,634 千円

（12,422 千円）

・ 旧伊手小学校複合施設整備事業 2,008 千円
（2,008 千円）

・ 水沢図書館空調設備更新事業 128,480 千円
（128,480 千円）

・ 体育施設管理運営事業 7,069 千円
（7,069 千円）

▶未来を拓く人を育てる学びのまちづくり 【教育行政分野】

・ 小学校管理事業 61,300 千円

（61,300 千円）

・ 小学校屋内運動場ＬＥＤ化事業 14,000 千円
（14,000 千円）

・ 中学校管理事業 39,156 千円
（39,156 千円）

３

４
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３

・ 学校給食費負担軽減事業 382,480 千円
（382,480 千円）

▶健康で安心して暮らせるまちづくり 【福祉・医療・健康分野】
・ 江刺総合コミュニティセンター管理運営事業 37,510 千円

（37,510 千円）

・ 私立特別保育支援事業 199,611 千円
（29,607 千円）

・ 公立教育・保育施設ＬＥＤ化事業 55,936 千円
（55,936 千円）

・ 旧衣里幼稚園解体事業 50,083 千円
（50,083 千円）

▶豊かさと魅力あるまちづくり 【農業・工業・商工振興分野】

・ 江刺産業技術交流センター管理事業 38,269 千円

（38,269 千円）

・ 新規就農者支援事業 77,699 千円
（9,300 千円）

・ 伝統産業会館管理運営事業 15,035 千円
（15,035 千円）

・ 奥州湖周辺エリア活用整備推進事業 19,921 千円
（16,788 千円）

・ 国見平スキー場管理運営事業 22,605 千円
（22,605 千円）

▶環境にやさしい安全・安心なまちづくり 【市民環境・防災分野】
・ 公害対策事業 16,843 千円

（8,006 千円）

▶快適な暮らしを支えるまちづくり 【都市整備・公共交通・デジタル戦略分野】
・ 行政ＯＡ化推進事業 15,994 千円

（10,978 千円）

・ 土木総務費 13,096 千円
（13,096 千円）

・ 河川管理事業経費 22,100 千円
（22,100 千円）

◎総合計画・施策の大綱別事業 ※金額の右側の№は、「主な事業」一覧の№と一致
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４

３ 基礎的財政収支（プライマリーバランス）の状況

予算上のプライマリーバランスは、肉付け分の事業を加えたことにより、地方債発行額が増えたものの、24.9億円の黒字とな

り、引き続き黒字を堅持している。

起債残高は、年度末比較で24.9億円の減となる見込み。

▶地方債元金償還額：63.7億円 ー 地方債発行額：38.8億円 ＝ 24.9億円

▶令和７年度末・起債残高見込み額：495.2億円 ☞ 令和８年度末・起債残高見込み額：470.3億円



　歳　入 （ 単位:千円 、 ％ ）

1 市税 14,352,415 22.3 0 0 14,352,415 22.0 13,962,321 21.1 390,094 2.8 390,094 2.8

2 地方譲与税 873,439 1.3 0 0 873,439 1.3 833,638 1.3 39,801 4.8 39,801 4.8

3 利子割交付金 16,292 0.0 0 0 16,292 0.0 4,729 0.0 11,563 244.5 11,563 244.5

4 配当割交付金 39,424 0.1 0 0 39,424 0.1 43,932 0.1 △ 4,508 △ 10.3 △ 4,508 △ 10.3

5 株式等譲渡所得割交付金 39,602 0.1 0 0 39,602 0.1 42,559 0.1 △ 2,957 △ 6.9 △ 2,957 △ 6.9

6 法人事業税交付金 209,321 0.3 0 0 209,321 0.1 209,321 0.1 0 0.0 0 0.0

7 地方消費税交付金 3,400,158 5.3 0 0 3,400,158 5.2 2,982,339 4.5 417,819 14.0 417,819 14.0

8 ゴルフ場利用税交付金 24,034 0.0 0 0 24,034 0.0 24,579 0.0 △ 545 △ 2.2 △ 545 △ 2.2

9 環境性能割交付金 1 0.0 0 0 1 0.0 54,389 0.1 △ 54,388 △ 100.0 △ 54,388 △ 100.0

10 地方特例交付金 217,592 0.3 0 0 217,592 0.3 91,334 0.1 126,258 138.2 126,258 138.2

11 地方交付税 19,578,568 30.4 0 0 19,578,568 29.8 18,791,593 28.4 786,975 4.2 786,975 4.2

12 交通安全対策特別交付金 14,716 0.0 0 0 14,716 0.0 14,890 0.0 △ 174 △ 1.2 △ 174 △ 1.2

13 分担金及び負担金 212,607 0.3 0 0 212,607 0.3 87,000 0.1 125,607 144.4 125,607 144.4

14 使用料及び手数料 700,506 1.1 △ 7,456 △ 0.9 △ 2,767 △ 0.6 690,283 1.1 765,100 1.2 △ 64,594 △ 8.4 △ 74,817 △ 9.8

15 国庫支出金 8,419,033 13.1 440,536 55.1 △ 67,777 △ 15.5 8,791,792 13.4 8,492,360 12.8 △ 73,327 △ 0.9 299,432 3.5

16 県支出金 5,571,893 8.6 47,657 6.0 273,495 62.7 5,893,045 9.0 5,546,606 8.4 25,287 0.5 346,439 6.2

17 財産収入 699,113 1.1 0 △ 341,254 △ 78.3 357,859 0.6 626,338 1.0 72,775 11.6 △ 268,479 △ 42.9

18 寄附金 2,301,101 3.6 0 0 2,301,101 3.5 3,100,602 4.7 △ 799,501 △ 25.8 △ 799,501 △ 25.8

19 繰入金 2,695,245 4.2 268,244 33.5 266,865 61.2 3,230,354 4.9 2,968,974 4.5 △ 273,729 △ 9.2 261,380 8.8

20 繰越金 500,000 0.8 0 0 500,000 0.8 500,000 0.8 0 0.0 0 0.0

21 諸収入 1,044,740 1.6 14,787 1.8 4,875 1.1 1,064,402 1.6 1,073,796 1.6 △ 29,056 △ 2.7 △ 9,394 △ 0.9

22 市債 3,540,200 5.5 35,800 4.5 302,500 69.4 3,878,500 5.9 5,990,600 9.1 △ 2,450,400 △ 40.9 △ 2,112,100 △ 35.3

64,450,000 100.0 799,568 100.0 435,937 100.0 65,685,505 100.0 66,207,000 100.0 △ 1,757,000 △ 2.7 △ 521,495 △ 0.8

< 参　考 >

△ 2,079,605 3,850,229

61,835,2762,515,542

令和４年度

令和４年度との差 5,989,800 △ 59,966

６月補正後
58,460,200 859,534

３月補正等

構成比

６月補正
令和４年度 令和４年度
当初（骨格）

名　　　　称

合　　　　　計

予算額

令和４年度

令和８年度
当初（骨格）　A

構成比

令和７年度当初(E)との比較

令和７年度当初
E

伸率

令和８年度６月補正後
(D) - E

予算額 構成比 伸率増減額構成比予算額 構成比

令和８年度　一般会計予算の状況

増減額予算額

令和８年度
３月補正等　B

予算額

令和８年度当初
（A）－E

令和８年度
６月補正後
D＝A+B+C

令和８年度
６月補正　C

資料№1
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　歳　出　（目的別） （ 単位:千円 、 ％ ）

1 議会費 285,568 0.5 0 0 285,568 0.4 285,055 0.4 513 0.2 513 0.2

2 総務費 7,730,142 12.0 143,246 17.9 42,575 9.8 7,915,963 12.1 8,184,138 12.4 △ 453,996 △ 5.5 △ 268,175 △ 3.3

3 民生費 21,565,685 33.5 161,049 20.1 270,778 62.1 21,997,512 33.5 21,481,277 32.4 84,408 0.4 516,235 2.4

4 衛生費 6,841,104 10.6 314,029 39.3 14,631 3.4 7,169,764 10.9 6,149,835 9.3 691,269 11.2 1,019,929 16.6

5 労働費 59,641 0.1 0 38,269 8.8 97,910 0.2 59,225 0.1 416 0.7 38,685 65.3

6 農林水産業費 5,046,954 7.8 60,140 7.5 21,038 4.8 5,128,132 7.8 4,882,244 7.4 164,710 3.4 245,888 5.0

7 商工費 2,016,393 3.1 160,003 20.0 73,696 16.9 2,250,092 3.4 1,691,889 2.6 324,504 19.2 558,203 33.0

8 土木費 5,864,692 9.1 △ 38,609 △ 4.8 △ 239,361 △ 54.9 5,586,722 8.5 4,925,793 7.4 938,899 19.1 660,929 13.4

9 消防費 2,019,448 3.1 0 1,100 0.2 2,020,548 3.1 2,107,245 3.2 △ 87,797 △ 4.2 △ 86,697 △ 4.1

10 教育費 6,233,795 9.7 △ 290 0.0 213,211 48.9 6,446,716 9.8 9,741,334 14.7 △ 3,507,539 △ 36.0 △ 3,294,618 △ 33.8

11 災害復旧費 4,839 0.0 0 0 4,839 0.0 4,839 0.0 0 0.0 0 0.0

12 公債費 6,716,739 10.4 0 0 6,716,739 10.2 6,629,126 10.0 87,613 1.3 87,613 1.3

13 諸支出金 5,000 0.0 0 0 5,000 0.0 5,000 0.0 0 0.0 0 0.0

14 予備費 60,000 0.1 0 0 60,000 0.1 60,000 0.1 0 0.0 0 0.0

64,450,000 100.0 799,568 100.0 435,937 100.0 65,685,505 100.0 66,207,000 100.0 △ 1,757,000 △ 2.7 △ 521,495 △ 0.8

< 参　考 >

58,460,200

5,989,800 △ 59,966 3,850,229令和４年度との差 △ 2,079,605

2,515,542859,534
６月補正 ６月補正後

61,835,276

令和４年度 令和４年度
３月補正等

令和４年度
当初（骨格）

令和４年度

予算額 構成比 増減額予算額

名　　　　称

合　　　　　計

予算額 構成比構成比予算額 伸率伸率 増減額構成比予算額 構成比

令和８年度　一般会計予算の状況

令和８年度
６月補正後
D＝A+B+C

令和７年度当初(E)との比較

令和７年度当初
E

令和８年度当初
（A）－E

令和８年度６月補正後
(D) - E

令和８年度
当初（骨格）　A

令和８年度
３月補正等　B

令和８年度
６月補正　C

資料№2
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　歳　出　（性質別） ( 単位:千円 、 ％ ）

9,762,068 15.1 5,416 0.7 △ 14,001 △ 3.2 9,753,483 14.8 9,665,240 14.6 96,828 1.0 88,243 0.9

12,928,772 20.1 0 111,072 25.5 13,039,844 19.9 12,828,552 19.4 100,220 0.8 211,292 1.6

6,716,739 10.4 0 0 6,716,739 10.2 6,629,126 10.0 87,613 1.3 87,613 1.3

29,407,579 45.6 5,416 0.7 97,071 22.3 29,510,066 44.9 29,122,918 44.0 284,661 1.0 387,148 1.3

10,868,204 16.9 42,680 5.3 125,194 28.7 11,036,078 16.8 10,844,405 16.4 23,799 0.2 191,673 1.8

923,222 1.4 0 5,874 1.3 929,096 1.4 842,584 1.3 80,638 9.6 86,512 10.3

11,581,515 18.0 636,067 79.6 70,191 16.1 12,287,773 18.7 11,273,121 17.0 308,394 2.7 1,014,652 9.0

330,372 0.5 0 0 330,372 0.5 138,797 0.2 191,575 138.0 191,575 138.0

1,183,738 1.8 0 0 1,183,738 1.8 1,251,376 1.9 △ 67,638 △ 5.4 △ 67,638 △ 5.4

635,880 1.0 0 0 635,880 1.0 635,960 1.0 △ 80 △ 0.0 △ 80 △ 0.0

4,612,004 7.2 63,762 8.0 319 0.1 4,676,085 7.1 4,605,879 6.9 6,125 0.1 70,206 1.5

4,847,486 7.5 51,643 6.4 137,288 31.5 5,036,417 7.7 7,431,960 11.2 △ 2,584,474 △ 34.8 △ 2,395,543 △ 32.2

4,842,647 7.5 51,643 6.4 137,288 31.5 5,031,578 7.7 7,427,121 11.2 △ 2,584,474 △ 34.8 △ 2,395,543 △ 32.3

補助 905,082 1.4 0 0.0 △ 271,346 △ 62.2 633,736 1.0 1,071,345 1.6 △ 166,263 △ 15.5 △ 437,609 △ 40.8

単独 3,937,565 6.1 51,643 6.4 408,634 93.7 4,397,842 6.7 6,355,776 9.6 △ 2,418,211 △ 38.0 △ 1,957,934 △ 30.8

4,839 0.0 0 0.0 0 0.0 4,839 0.0 4,839 0.0 0 0.0 0 0.0

60,000 0.1 0 0 60,000 0.1 60,000 0.1 0 0.0 0 0.0

64,450,000 100.0 799,568 100.0 435,937 100.0 65,685,505 100.0 66,207,000 100.0 △ 1,757,000 △ 2.7 △ 521,495 △ 0.8

※性質別区分の見直しを行ったため、平成28年度の性質別金額は前年度公表時と変更になっております。
< 参　考 >

予算額

令和４年度

構成比 伸率伸率構成比

令和４年度
６月補正
2,515,542859,534

5,989,800

令和４年度
６月補正後
61,835,276

増減額構成比

３月補正等

投資及び出資金

予備費

合　　　計

3,850,229△ 2,079,605△ 59,966令和４年度との差

災害復旧事業費

貸付金

当初（骨格）
令和４年度

58,460,200

人件費

予算額

繰出金

積立金

補助費等

維持補修費

投資的経費

名　　　　称

令和８年度　一般会計予算の状況

普通建設事業費

物件費

予算額

　　小　　計

公債費

令和８年度６月補正後
(D) - E

増減額

扶助費

構成比構成比

令和８年度
当初（骨格）　A

令和８年度
３月補正等　B

令和８年度
６月補正　C

令和８年度
６月補正後
D＝A+B+C

令和７年度当初(E)との比較

令和７年度当初
E

令和８年度当初
（A）－E

予算額 予算額

資料№3
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区　　　分

財政規模 65,685,505 千円 64,450,000 千円 66,207,000 千円 －

財政規模伸び率 △ 0.8 ％ △ 2.7 ％ 9.2 ％ 5.5 ％

歳入（伸び率）

市税（地方税） 2.8 ％ 2.8 ％ 4.3 ％ 5.2 ％

地方交付税 4.2 ％ 4.2 ％ △ 0.5 ％ 6.5 ％

国庫支出金 3.5 ％ △ 0.9 ％ 26.4 ％ 2.9 ％

繰入金 8.8 ％ △ 9.2 ％ 33.6 ％

市債（地方債） △ 35.3 ％ △ 40.9 ％ 18.7 ％ 3.1 ％

    一般財源比率 59.0 ％ 60.1 ％ 56.0 ％ 70.3 ％

自主財源比率 34.6 ％ 34.9 ％ 34.9 ％

市債依存度 5.9 ％ 5.5 ％ 9.0 ％ 6.0 ％

歳出（伸び率）

人件費 0.9 ％ 1.0 ％ 6.6 ％ 5.0 ％

公債費 1.3 ％ 1.3 ％ 1.0 ％ 0.4 ％

普通建設事業費 △ 32.3 ％ △ 34.8 ％ 21.0 ％ 2.8 ％

歳出（構成比）

　　義務的経費 44.9 ％ 45.6 ％ 44.1 ％

　　投資的経費 7.7 ％ 7.5 ％ 10.1 ％

　　その他 47.4 ％ 46.9 ％ 45.8 ％

実質公債費比率 12.2 ％ 12.2 ％ 11.0 ％

市債残高 年度末見込額 年度末見込額 年度末見込額 地方の借入金残高

470.3億円 466.5億円 505.9億円 （年度末見込）

一人当たり市債残高 44.6万円 43.9万円 46.9万円 166.4兆円

当該年度中起債見込額 （38.8億円） （35.4億円） （59.9億円）

当該年度中元金償還見込額 （63.7億円） （63.7億円） （63.3億円）

（注）  精査の結果、計数に異動を生ずることがある。

（参考）

市債残高（全会計）

主　要　財　政　指　標

988億円967億円

令和８年度（６月補正後） 令和７年度 ＜参考＞地方財政計画

令和７年５月31日現在

令和８年度当初

令和６年５月31日現在

資料№4
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主な基金の状況 (単位：千円)

財政調整基金 減債基金 下水道償還基金 農集排償還基金 浄化槽償還基金

合併時現在高 5,631,352 1,087,598 185,179 652,352 7,556,481

17年度末現在高 1,678,219 300,005 100,000 100,000 100,000 2,278,224

18年度 18年度末現在高 701,685 346,879 101,991 179,668 142,024 1,472,247

19年度 19年度末現在高 576,739 212,631 103,085 151,495 171,244 1,215,194

20年度 20年度末現在高 481,290 337,866 104,142 118,229 197,728 1,239,255

21年度 21年度末現在高 867,361 423,010 104,357 148,023 224,125 1,766,876

22年度 22年度末現在高 2,434,024 582,537 104,465 157,940 246,450 3,525,416

23年度 23年度末現在高 4,319,629 989,304 104,747 165,522 266,298 5,845,500

24年度 24年度末現在高 5,664,860 1,529,811 104,896 178,838 288,394 7,766,799

25年度 25年度末現在高 6,414,909 1,838,611 103,138 193,886 305,942 8,856,486

26年度 26年度末現在高 7,745,956 1,370,578 103,585 208,431 321,564 9,750,114

27年度 27年度末現在高 9,085,664 1,892,456 103,823 216,430 335,860 11,634,233

28年度 28年度末現在高 9,184,425 1,878,962 103,991 218,262 347,412 11,733,052

29年度 29年度末現在高 9,120,026 2,046,162 84,902 181,430 303,351 11,735,871

30年度 30年度末現在高 8,583,643 1,040,822 65,606 143,383 259,211 10,092,665

元年度 元年度末現在高 7,895,951 979,627 46,166 112,972 214,555 9,249,271

２年度 ２年度末現在高 7,226,245 974,862 26,245 76,967 166,219 8,470,538

３年度 ３年度末現在高 8,130,808 1,027,136 6,753 51,689 118,896 9,335,282

４年度 ４年度末現在高 8,321,037 162,199 6,594 42,623 95,017 8,627,470

５年度 ５年度末現在高 8,861,438 562,443 5,603 34,038 70,816 9,534,338

６年度 ６年度末現在高 8,422,529 402,590 5,251 32,510 42,286 8,905,166

７年度末現在高見込み 7,859,930 500,373 4,830 14,897 32,175 8,412,205

当初予算積立額 32,427 2,580 1,718 6,481 8,936 52,142

当初予算取崩額 △ 1,899,384 △ 200,000 △ 1,000 △ 6,500 △ 11,000 △ 2,117,884

３月臨時補正までの積立額 0

３月臨時補正までの取崩額 △ 268,244 △ 268,244

６月補正での積立額 0

６月補正での取崩額 △ 231,736 △ 231,736

８年度末現在高見込み 5,492,993 302,953 5,548 14,878 30,111 5,846,483

７年度

８年度

財政調整基金等
合　計

17年度
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令和８年度一般会計６月（３号）補正予算（案）　主な事業

№ 担当課 款名称 大事業名称 主な事業 新規区分 肉付け分
補正前
予算額

（千円）

補正予算額
（千円）

補正後
予算額

（千円）
内容

1,500

1,500

918

918

12,422

12,422

4
地域づくり推
進課

総務費
地区センター管理
運営経費

【総合戦略】旧伊手小学校複合施設
整備事業

新規 ○ 0 2,008 2,008
地域に「生業」と「賑わい」を創出し活性化を図るため、宿泊・交流・体験・農産物加工な
どを行う複合施設として改修した旧伊手小学校を拠点とする地域活動を支援する。

400

400

6
地域づくり推
進課

総務費
地域づくり推進事
業経費

地域自治組織情報共有等強化事業 新規 ○ 0 98 98
地域振興会の主体的な取組に向けた先進事例の紹介、行政と地域自治組織の情報共有の強化
を図る。

3,613

613

10,978

10,978

9 市民課 総務費
住民基本台帳事務
経費

【総合戦略】住民基本台帳事務費 新規 ○ 0 264 264
顔認証付き書類作成サポートシステムを本庁及び江刺総合支所に導入し、住民の利便性の向
上並びに窓口の混雑解消及び事務効率化を図る。

10 福祉課 民生費
社会福祉施設管理
運営経費

江刺総合コミュニティセンター管理
運営事業

新規 ○ 0 37,510 37,510 江刺総合コミュニティセンターの多目的ホールに空調設備を新設するもの。

11 保険年金課 民生費
重度心身障がい者
医療費支給経費

重度心身障がい者医療給付事業 新規 0 10,843 10,843
岩手県において「公費併用レセプト」に適合した全国統一の医療費助成の仕組みを令和９年
８月から県内一斉に運用開始するに当たり、当市の既存システムの改修を行うもの。

12 こども家庭課 民生費
放課後児童健全育
成事業経費

放課後児童健全育成事業 新規 ○ 0 1,232 1,232
多目的トイレ以外に洋式トイレが設置されていない放課後児童クラブのトイレの洋式化工事
を行うもの。

13
保育こども園
課

民生費
子ども・子育て支
援事業経費

私立特別保育支援事業 170,004 29,607 199,611
子ども・子育て支援交付金交付要綱の改正に伴う補助基準額の引上げ及び補助対象施設の増
により、私立幼稚園一時預かり事業補助金及び病児保育事業補助金を増額するもの。

14
保育こども園
課

民生費
子ども・子育て支
援事業経費

公立教育・保育施設ＬＥＤ化事業 新規 ○ 0 55,936 55,936 稲瀬わかば園及びあゆみ園の照明設備をＬＥＤに改修するための工事を行うもの。

15 福祉課 民生費 生活扶助経費 生活保護扶助費 1,669,741 134,336 1,804,077
平成25年度から段階的に実施されたデフレ調整に伴う生活扶助基準の引下げ改定について、
令和７年６月の最高裁判決により国の違法性が指摘され、国が生活保護費の追加給付を決定
したことに伴う生活扶助費

16 健康増進課 衛生費
母子保健推進事業
経費

【総合戦略】産婦人科・小児科オン
ライン相談事業

新規 ○ 0 5,591 5,591
安心して妊娠・出産・子育てができる環境として、スマートフォン等を活用してオンライン
で24時間専門家に気軽に相談できる機会を提供することにより、切れ目のない支援を強化す
るもの。

434

434

600

600

8,006

8,006

20 商工労政課 労働費
勤労者関係施設運
営経費

江刺産業技術交流センター管理運営
事業

新規 ○ 0 38,269 38,269 江刺産業技術交流センターの空調設備（冷温水機）の更新工事を行うもの。

5
地域づくり推
進課

水沢南地区センターの管理棟屋根改修及び受変電設備改修に係る設計業務並びに北股地区セ
ンターの駐車場舗装工事

一部新規7
地域づくり推
進課

総務費
地域づくり推進事
業経費

地域づくり推進事業

3
地域づくり推
進課

総務費
地区センター管理
運営経費

地区センター管理運営事業

8

衛生費

18 経営課 衛生費

5,016

○ 8,837

行革デジタル
戦略課

総務費

19 生活環境課

235,313 238,926

（通常分）胆沢愛宕地域振興会に対して「人生100年時代づくり・地域創生ソフト事業補助
金」を交付するもの。
（肉付け分）地区振興会等が地域運営に係る自主財源の調達に向けて地域運営自立チャレン
ジ補助金を交付するもの。

1,637

処分通知デジタル化サービス、顔認証付き書類作成サポートシステム等の初期構築費及びシ
ステム使用料

がん治療などで免疫機能が低下しており、帯状疱疹の罹患リスクが高い者に対して予防接種
費用を助成するもの。

16,843
汚染土の処分に係る放射線量の事前調査（除去土壌の保管場所の空間放射線量測定）を行う
もの。

協働のまちづくりアカデミーによる人材育成及び修了生と地域とのつながりを支援する。

2
ふるさと交流
課

総務費
少子・人口対策事
業経費

【総合戦略】移住支援事業

市民公益活動団体
支援事業経費

【総合戦略】協働のまちづくりアカ
デミー事業

○ 12,348 13,266

行政ＯＡ化推進事
業経費

【総合戦略】行政ＯＡ化推進事業 一部新規 ○

○

政策企画課 総務費 40 1,540

15,994

○ 23,212 35,634

○ 1,237総務費

政策調整事務経費 【総合戦略】大学連携事業 ○

○ 1,422 汲取り便槽等の撤去と宅内配管の工事費用の一部に補助し、水洗化を促進するもの。2,022

岩手大学のカリキュラムとして位置づけられた提携講義を通じ、奥州市の特色や抱える地域
課題を学生にフィードバックすることで、若者の課題解決に向けたスキル向上や地域の未来
を牽引する多様な人材の輩出・確保に取り組む。

17 健康増進課 衛生費 予防接種事業経費 予防接種事業 一部新規 ○ 3,470 3,904

国の制度に基づき、東京圏からの移住者に対して移住支援金・地方就職支援金を交付する。

1

公害対策事業経費 公害対策事業

浄化槽設置事業経
費

浄化槽設置整備事業 一部新規

うち

肉付け分

うち

肉付け分

うち

肉付け分

うち

肉付け分

うち

肉付け分

うち

肉付け分

うち

肉付け分

うち

肉付け分

うち

肉付け分
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令和８年度一般会計６月（３号）補正予算（案）　主な事業

№ 担当課 款名称 大事業名称 主な事業 新規区分 肉付け分
補正前
予算額

（千円）

補正予算額
（千円）

補正後
予算額

（千円）
内容

9,300

6,225

22 農政課
農林水
産業費

牧野事業経費 牧野整備事業 ○ 500 7,392 7,892 胆沢牧野の運営に係る作業機械（マニアスプレッダ及びパワーゲート）の更新を行うもの。

23 商工労政課 商工費 商業振興事業経費
【総合戦略】官民連携都市再生推進
事業

新規 ○ 0 2,216 2,216
市街地（水沢・江刺）エリアにおいて、官民連携の多様な主体が集積する市街地エリアプ
ラットフォームを構築するもの。

24 商工労政課 商工費
工業関連施設管理
運営経費

伝統産業会館管理運営事業 新規 ○ 0 15,035 15,035
伝統産業会館の稼働していない空調機の更新工事及び外部等の改修を行うための設計業務を
行うもの。

25 企業立地課 商工費
工業関連施設管理
運営経費

江刺工業団地インフラ長寿命化事業 新規 ○ 0 8,833 8,833
ストックマネジメント計画・長寿命化計画に基づき、江刺工業団地内の汚水雨水排水マン
ホール蓋の更新工事を行うもの。

26 観光物産課 商工費 観光振興経費 観光客誘致促進事業 ○ 0 4,215 4,215
観光客の誘致のため、観光客誘致促進事業の委託を行うほか、奥州誘致促進会議の事業運営
に係る費用の一部を負担するもの。

27 観光物産課 商工費 観光振興経費 訪日外国人観光客受入拡大事業 ○ 0 920 920
訪日外国人旅行者を誘致するため、台湾での旅行代理店へのプロモーション活動の実施、外
国語パンフレットの発行等を行う。

16,788

11,250

29 観光物産課 商工費
観光施設管理運営
経費

国見平スキー場管理運営事業 新規 ○ 0 22,605 22,605 経年劣化が著しい第２リフト原動緊張装置ボンネットカバー等の交換工事を行うもの。

30 観光物産課 商工費
観光施設管理運営
経費

【総合戦略】中沼登山口駐車場トイ
レ整備事業

新規 ○ 0 2,354 2,354
焼石岳の登山口の一つである中沼登山口の駐車場のトイレの外壁や屋根が破損し、老朽化し
たことから、新しく建て替えるもの。

31 土木課 土木費 土木総務費 土木総務費 ○ 0 13,096 13,096 令和７年度に廃止した「俳句の庵」に隣接している市道敷地を購入するもの。

32 維持管理課 土木費
交通安全施設整備
事業経費

交通安全施設整備事業 ○ 0 4,000 4,000
通学路として利用されている市道における交通安全施設（区画線、視認誘導標、防護柵等）
の整備を行うもの。

33 維持管理課 土木費 道路維持管理経費 道路維持管理事業 219,144 11,607 230,751
中東情勢の緊迫化に伴い、舗装補修で使用するアスファルト合材の価格が著しく高騰してい
ることから、道路維持修繕工事費を増額するもの。

34 維持管理課 土木費 街路樹管理経費 街路樹管理事業 ○ 0 2,000 2,000 植樹桝（３箇所）の撤去工事を行うもの。

35 土木課 土木費
社会資本整備総合
交付金事業経費

社会資本整備総合交付金（通学路改
善）

63,100 △ 5,402 57,698
社会資本整備総合交付金の内示額が要望額よりも低かったことに伴い、事業調整により減額
するもの。

36 土木課 土木費
社会資本整備総合
交付金事業経費

社会資本整備総合交付金道路整備事
業

433,300 △ 213,200 220,100
社会資本整備総合交付金の内示額が要望額よりも低かったことに伴い、事業調整により減額
するもの。

37 土木課 土木費
橋りょう維持管理
経費

橋りょう長寿命化修繕事業 312,614 △ 83,809 228,805
道路メンテナンス事業補助金の内示額が要望額よりも低かったことに伴い、事業調整により
減額するもの。

38 維持管理課 土木費 河川管理事業経費 河川管理事業経費 ○ 0 22,100 22,100 普通河川（１箇所）及び準用河川（２箇所）の浚渫工事を行うもの。

39 都市計画課 土木費 都市計画総務費
【総合戦略】賑わい創出・都市再生
事業

新規 ○ 0 5,709 5,709
水沢公園の再整備基本構想作成に当たって専門的な知見を要することから、支援業務を委託
するもの。

40 維持管理課 土木費
下水路整備事業経
費

用悪水路改修事業 ○ 0 3,000 3,000 用悪水路（２箇所）の改修工事を行うもの。

41 都市計画課 土木費 公園維持管理経費 公園管理事業 ○ 0 2,040 2,040 水沢公園の桜樹勢回復及び剪定業務並びに都市公園の高木伐採及び剪定業務を行うもの。

42 危機管理課 消防費 防災対策事業経費 コミュニティ助成事業 新規 0 1,100 1,100
一定地域の住民が当該地域を災害から守るために自主的に結成した組織が行う地域の防災活
動に直接必要な設備等の整備に関して助成するもの。

農林水
産業費

担い手育成対策事
業経費

新規就農者支援事業

観光振興経費
【総合戦略】奥州湖周辺エリア活用
整備推進事業

○ 3,133

一部新規 ○ 68,39921 農政課

28
アクティビ
ティ推進室

商工費

①50'sアグリスタートアップ支援事業補助金…国が行う経営開始資金の支援対象とならない
50歳から59歳までの新規就農者を対象に、年間100万円を最長５年間補助するもの。
②アグリバトンパス事業補助金…就農準備資金では対象とならない担い手のもとでの研修期
間に係る生活支援を目的に、１年当たり165万円を最長２年間補助するもの。

19,921
アウトドアアクティビティを軸とした滞在型観光の推進を図るために、奥州湖周辺エリアを
拠点とした官民連携による観光情報発信等を行う。

77,699

うち

肉付け分

うち

肉付け分
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令和８年度一般会計６月（３号）補正予算（案）　主な事業

№ 担当課 款名称 大事業名称 主な事業 新規区分 肉付け分
補正前
予算額

（千円）

補正予算額
（千円）

補正後
予算額

（千円）
内容

43 教育総務課 教育費 学校管理経費 小学校管理事業 ○ 0 61,300 61,300 小学校（５箇所）のトイレの洋式化工事を行うもの。

44 学校教育課 教育費 就学援助事業経費 小学校就学援助事業 34,253 △ 12,631 21,622 小学校給食費無償化に伴い、給食費分の就学援助費が支給不要となるため減額するもの。

45 教育総務課 教育費 学校施設整備経費 小学校屋内運動場ＬＥＤ化事業 新規 ○ 0 14,000 14,000 南都田小学校の屋内運動場の照明設備をＬＥＤに改修するための工事を行うもの。

46 教育総務課 教育費 学校管理経費 中学校管理事業 ○ 0 39,156 39,156 江刺第一中学校のトイレの洋式化工事を行うもの。

47 学校教育課 教育費 就学援助事業経費 中学校就学援助事業 37,819 △ 10,107 27,712 中学校給食費無償化に伴い、給食費分の就学援助費が支給不要となるため減額するもの。

48 教育総務課 教育費 学校施設整備経費 水沢中学校校舎等改築事業 189,076 △ 125,752 63,324
令和８～９年度の２箇年で実施する水沢中学校旧校舎解体工事について、工事スケジュール
の見直しが生じるため、債務負担行為割合を変更し、令和８年度予算の一部を減額するも
の。

49 学校教育課 教育費
幼稚園管理運営経
費

幼稚園管理事業 14,007 △ 10,833 3,174
３月末で在園児が全て転園し、現在休園している小山東幼稚園に係る管理運営経費を減額す
るもの。

50
保育こども園
課

教育費
幼稚園管理運営経
費

旧衣里幼稚園解体事業 ○ 0 50,083 50,083 令和２年度末に閉園し、あゆみ園と統合した旧衣里幼稚園の解体工事を行うもの。

51
生涯学習ス
ポーツ課

教育費
社会教育施設管理
運営事業経費

江刺生涯学習センターＬＥＤ照明整
備事業

新規 ○ 0 2,816 2,816 江刺生涯学習センターの照明設備をＬＥＤに改修するための設計業務を行うもの。

52
生涯学習ス
ポーツ課

教育費
生涯学習推進事業
経費

地域未来塾事業 ○ 0 221 221
交通の便が悪い地域で、冬期休暇中に自宅のみで過ごしがちになる生徒が学習する場を設
け、地域住民等の協力により学習支援を実施する。

53
生涯学習ス
ポーツ課

教育費
二十歳のつどい開
催事業経費

二十歳のつどい開催事業 ○ 0 1,186 1,186 二十歳のつどいの開催事業に係る経費

54 歴史遺産課 教育費
文化財施設管理運
営経費

埋蔵文化財調査センター管理運営事
業

新規 ○ 0 2,717 2,717 埋蔵文化財調査センターの照明設備をＬＥＤに改修するための設計業務を行うもの。

55
生涯学習ス
ポーツ課

教育費
図書館管理運営経
費

水沢図書館空調設備更新事業 新規 ○ 0 128,480 128,480 水沢図書館の空調設備の更新工事を行い、施設の長寿命化を図る。

56
生涯学習ス
ポーツ課

教育費
体育施設管理運営
経費

体育施設管理運営事業 新規 0 7,069 7,069
江刺武道館の照明設備のＬＥＤ化及び江刺中央体育館のアリーナ空調設備を新設するための
設計業務を行うもの。

57 学校教育課 教育費
学校給食施設管理
運営経費

学校給食施設管理運営事業 979,380 △ 323,414 655,966
小・中学校の給食費無償化に伴い、学校給食管理運営経費のうち給食費が充当されている事
業費（賄材料費及び手数料）を減額し、学校給食費負担軽減事業へ移行するもの。

58 学校教育課 教育費
学校給食施設管理
運営経費

学校給食費負担軽減事業 新規 ○ 0 382,480 382,480

令和８年度から国が公立小学校の給食費を負担することに伴い、小学校の給食費を無償化す
るとともに、併せて市独自で中学校の給食費についても無償化するもの。
また、学校給食を喫食しない児童生徒の代替食を負担する保護者に対して助成金を交付する
もの。

9,065

9,065

新規区分 件数
補正予算額
（千円）

新規 22 747,165

一部新規 5 24,925

※　抽出方法：肉付け分は全ての事業、通常分は補正前予算額から500万以上の増減があるものを抽出している。

※　区分の取扱い：対前年度当初予算比較で新規（一部新規）である事業を新規（一部新規）としている。

○59 教育総務課 教育費
学校給食施設整備
事業経費

（仮称）奥州西学校給食センター新
築事業

19,718 28,783
（仮称）奥州西学校給食センターの開設に伴い廃止となる前沢学校給食センターの解体に係
る設計業務等を行うもの。うち

肉付け分
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（単位：千円）

区分 No. 個別事業名 事業の概要
重複
区分

事業費
うち

肉付け分
肉付け

(1) 安定した雇用と新しい産業の創出 594,458 6,225

1 地域おこし協力隊運営事業
首都圏等から生活の拠点を移した者を地域おこし協力隊として委嘱し、地域おこしの支援や地
域協力活動を行いながら、任期終了後の定住につなげる。

70,104

2 総合計画推進事業 総合計画審議会の開催・運営及び次期総合計画の策定
(2)(3)
(4)

14,799

3
保育士・保育人材確保対策事
業

保育士等を安定的に確保し、継続的な定着及び離職防止を図るため、新たに就労する保育士等
に対し奨励金を交付するとともに、保育士等の業務負担軽減及び離職防止を図るために、保育
補助者の雇用及び保育支援者の配置にかかる費用に対し、国県補助の活用により補助金を交付
する。

(2) 75,450

4 雇用対策事業 管内企業の人材確保、若年層の一層の地元定着つながる支援を行う。 2,153

5 ジョブカフェ運営事業 雇用の促進及び安定化に向けたジョブカフェの運営 18,270

6 先進的農作物等導入支援事業
先進的な園芸作物の作付及び水稲を含む先駆的な栽培方法を実施しようとする意欲ある農業者
を支援

9,838

7 新規就農者支援事業
国庫事業等の活用のほか、就農支援コーディネーターの配置や地域おこし協力隊制度の活用等
による農業振興の担い手の確保・育成対策を推進

77,699 6,225 ○

8 担い手育成支援事業 スマート農業を推進するため、ドローンオペレーターの養成に必要な講習受講等を支援 1,428

9
日本型直接支払制度現地調査
効率化事業

日本型直接支払制度に係る対象農地の現地確認を効率化 6,154

10
スマート農業機械等導入支援
事業

主食用米の生産基盤を確立するため、大規模担い手農家へのスマート農業機械等の導入を支援 20,000

11
６次産業化・地産地消推進事
業

奥州市６次産業化・地産地消推進協議会が実施する、６次産業化推進事業、地産地消推進事業
及び販売促進事業を支援

10,329

12 ブランド牛生産拡大事業 管内一貫生産の推進、畜産農家の体質強化及び産地確立を支援 14,650

13 創業支援事業 創業者支援事業補助金、創業セミナー、フォローアップ交流会など 12,127

14 未来の活力・産業育成事業
市内ものづくり企業が実施する販路開拓、競争力強化、新製品開発、国際規格取得等の取組に
対する支援 

5,034

令和８年度地方版総合戦略事業（６月補正後）

資料№ ７9



（単位：千円）

区分 No. 個別事業名 事業の概要
重複
区分

事業費
うち

肉付け分
肉付け

令和８年度地方版総合戦略事業（６月補正後）

15 観光ＤＸ推進事業
観光デジタルマップ及び多言語対応の観光ＷＥＢサイトのシステム保守運用業務、観光データ
の収集及び多角的な分析をするためのデジタルプラットフォーム「いわて観光ＤＭＰ」の運用
業務等

1,003

16
道路整備事業（江刺工業団
地）

江刺工業団地における渋滞緩和対策工事（交差点改良）及び複車線化に伴う一部用地補償 255,420

(2) 出会いを通じた結婚支援、子育て環境ナンバーワンへ 274,864 5,591

17 結婚支援事業
いきいき岩手結婚サポートセンターへの登録に対する補助及び結婚に伴う新生活を経済的に支
援するための補助を行う。

19,220

再掲 総合計画推進事業 総合計画審議会の開催・運営及び次期総合計画の策定
(1)(3)
(4)

－

18 子ども医療費給付事業
小中高生が医療機関等を受診した際、自己負担となっている保険診療にかかる一部負担金相当
額（子ども医療費給付事業での給付額を除く）を給付する。

148,214

再掲
保育士・保育人材確保対策事
業

保育士等を安定的に確保し、継続的な定着及び離職防止を図るため、新たに就労する保育士等
に対し奨励金を交付するとともに、保育士等の業務負担軽減及び離職防止を図るために、保育
補助者の雇用及び保育支援者の配置にかかる費用に対し、国県補助の活用により補助金を交付
する。

(1) －

19 不妊治療費助成事業
不妊治療を受けている夫婦の経済的負担を軽減するため、治療費の一部を助成する（一般不
妊、特定不妊）。

7,610

20 産後ケア事業 母子の心身ケア、育児支援のため、宿泊ケア・日帰りケア・訪問ケアを実施する。 (4) 25,111

21
妊産婦タクシー乗車券給付事
業

妊産婦が日常生活時や出産・緊急入院時に利用できるタクシー助成券を給付する。 3,249

22 妊産婦応援給付金給付事業
妊産婦の健診等の際の交通費等の経済的負担を軽減し、安心・安全に出産、子育てできる環境
を整える。

22,878

23 妊婦宿泊費助成事業 妊婦が分娩待機のためホテル等に宿泊した際の宿泊費を助成する。 60

24
ハイリスク妊産婦アクセス支
援事業

ハイリスク妊産婦が周産期母子医療センターを利用する場合の経済的負担を軽減するため交通
費等を助成する。

600

25 プレコンセプションケア事業
高校卒業後から妊娠前までの世代を対象に、専用機器を使用して基礎体温の計測を行う体験や
プレコンセプションケアについて学ぶ研修会を実施する。

407

26 産前・産後サポート事業
父親に対する育児支援を強化するため、ワークショップなどを通して父親同士が交流する場や
助産師等に直接、相談できる場を提供する。

(4) 324
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（単位：千円）

区分 No. 個別事業名 事業の概要
重複
区分

事業費
うち

肉付け分
肉付け

令和８年度地方版総合戦略事業（６月補正後）

27
産婦人科・小児科オンライン
相談事業

安心して妊娠・出産・子育てができる環境として、スマートフォン等を活用してオンラインで
24時間専門家に気軽に相談できる機会を提供することにより、切れ目のない支援を強化する。

5,591 5,591 ○

28 医師養成奨学資金貸付事業 医師養成奨学資金貸付事業に係る病院事業会計への出資金 (4) 41,600

(3) 体験を通じた新たな奥州ファンの開拓 164,263 16,022

29
シティプロモーション推進事
業（広報）

市民への郷土愛の醸成や市外での認知度向上を図るため、広報アドバイザー業務の委託及びＳ
ＮＳ専任職員の登用を実施する。

(4) 3,729

30
シティプロモーション推進事
業（都市プロ）

市の魅力的な地域資源やマスコットキャラクターを活用したシティプロモーション関連業務
（ＬＩＮＥ配信、ふるさと納税関連イベント出展等）

31,579

31 大学連携事業
岩手大学のカリキュラムとして位置づけられた提携講義を通じ、奥州市の特色や抱える地域課
題を学生にフィードバックすることで、若者の課題解決に向けたスキル向上や地域の未来を牽
引する多様な人材の輩出・確保に取り組む。

1,540 1,500 ○

32 移住・定住促進事業 移住希望者を対象とした情報発信、移住支援員の配置による相談対応 8,891

33 移住支援事業 国の制度に基づき、東京圏からの移住者に対して移住支援金・地方就職支援金を交付する。 13,266 918 ○

34 移住者住宅取得支援事業 転入者の定住を促進するため、要件を満たす移住者に住宅取得支援補助金を交付する。 30,000

再掲 総合計画推進事業 総合計画審議会の開催・運営及び次期総合計画の策定
(1)(2)
(4)

－

35
奥州湖周辺エリア活用整備推
進事業

アウトドアアクティビティを軸とした滞在型観光の推進を図るために、奥州湖周辺エリアを拠
点とした官民連携による観光情報発信等

19,921 11,250 ○

36
中沼登山口駐車場トイレ整備
事業

焼石岳の登山口の一つである中沼登山口の駐車場のトイレの外壁や屋根が破損し、老朽化した
ことから、新しく建て替えるもの。

2,354 2,354 ○

37
いわて奥州きらめきマラソン
事業

いわて奥州きらめきマラソンの運営を補助する。 30,050

38 カヌー等推進事業 ジャパンカップの誘致、競技場の維持管理・整備等 17,933

39 大谷翔平選手応援事業 市民の応援意識の向上と拡大、応援事業を通じ市民の一体感の醸成を図る。 5,000

(4) 地域愛の醸成と、安心・安全に生活できる個性豊かな地域社会の実現 170,500 21,575
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区分 No. 個別事業名 事業の概要
重複
区分

事業費
うち

肉付け分
肉付け

令和８年度地方版総合戦略事業（６月補正後）

40 エリアマネジメント推進事業
官民共創の賑わい創出に向け、賑わい創造アドバイザーの委嘱、外部有識者や関係者との協
議、水沢市街地ウォーカブルイベント等を実施する。

12,469

再掲
シティプロモーション推進事
業（広報）

市民への郷土愛の醸成や市外での認知度向上を図るため、広報アドバイザー業務の委託及びＳ
ＮＳ専任職員の登用を実施する。

(3) －

41 若者関係人口創出事業
地域愛を醸成し、若者世代の将来的な定住・移住につなげるため、高校生を対象とした探究活
動支援や高校生の活動を支える地域の協働体制の構築を図る。

3,300

再掲 総合計画推進事業 総合計画審議会の開催・運営及び次期総合計画の策定
(1)(2)
(3)

－

42
やさしい日本語自動変換ツー
ル導入事業

外国人に有効な情報伝達手段である「やさしい日本語」への自動変換ツールを令和７年度から
市ＨＰに導入しているもの。

286

43
旧伊手小学校複合施設整備事
業

地域に「生業」と「賑わい」を創出し活性化を図るため、宿泊・交流・体験・農産物加工など
を行う複合施設として改修した旧伊手小学校を拠点とする地域活動を支援する。

2,008 2,008 ○

44
協働のまちづくりアカデミー
事業

協働のまちづくりアカデミーによる人材育成及び修了生と地域とのつながりを支援する。 1,637 400 ○

45 行政ＯＡ化推進事業
生成ＡＩの利用に係るシステム使用料並びに処分通知デジタル化サービス、顔認証付き書類作
成サポートシステム等の初期構築費及びシステム使用料

15,994 10,978 ○

46 デジタル活用支援事業
デジタルデバイド（情報格差）解消のため、地域でスマホ活用を普及する「デジタルサポー
ター」を育成する。

473

47 地区内交通運行事業
公共交通空白地において、各地区住民等が主体となって運営する支線、幹線までの移動手段と
なる地区内交通に係る運営費について補助する。

30,603

48 公共交通ＤＸ推進事業
ＡＩデマンド交通に係るシステム使用料及び運行補助金、デジタルサイネージの運用等デジタ
ル技術の活用により公共交通の利便性の向上を図る。

26,707

49 住民基本台帳事務費
顔認証付き書類作成サポートシステムを本庁及び江刺総合支所に導入し、住民の利便性の向上
並びに窓口の混雑解消及び事務効率化を図る。

264 264 ○

50 民生委員ＩＣＴ活用事業
民生委員活動でのタブレット端末の活用（小さな拠点づくりモデル事業（衣川））を終え、市
内全域の民生委員個人のスマートフォンにＬＩＮＥ ＷＯＲＫＳを導入することにより、更な
る活動の効率化を図る。

2,793

再掲 産後ケア事業 母子の心身ケア、育児支援のため、宿泊ケア・日帰りケア・訪問ケアを実施する。 (2) －

再掲 プレコンセプションケア事業
高校卒業後から妊娠前までの世代を対象に、専用機器を使用して基礎体温の計測を行う体験や
プレコンセプションケアについて学ぶ研修会を実施する。

(2) －

再掲 医師養成奨学資金貸付事業 医師養成奨学資金貸付事業に係る病院事業会計への出資金 (2) －
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（単位：千円）

区分 No. 個別事業名 事業の概要
重複
区分

事業費
うち

肉付け分
肉付け

令和８年度地方版総合戦略事業（６月補正後）

51 モバイルクリニック事業 中山間地等における住民の受診機会を確保するため遠隔診療車両を運行する。 16,224

52 官民連携都市再生推進事業
市街地（水沢・江刺）エリアにおいて、官民連携の多様な主体が集積する市街地エリアプラッ
トフォームを構築するもの。

2,216 2,216 ○

53 賑わい創出・都市再生事業
水沢公園の再整備基本構想作成に当たって専門的な知見を要することから、支援業務を委託す
るもの。

5,709 5,709 ○

54 ふるさと教育推進事業 地域の人による講演会・授業の実施、ふるさと学習テキストや副読本、評価問題集の作成等 7,016

55 学力向上支援事業 学習用ノート型ＰＣで使用するＡＩドリルのライセンス使用料 19,701

56 ＩＣＴ支援業務委託事業
ＩＣＴ支援員が定期的に各学校を訪問し、授業で利用するＩＣＴ機器の準備・後片付けの支
援、授業中の教員・児童生徒の機器操作支援、効果的なＩＣＴ活用の提案等を行う。

23,100

合　　　計 1,204,085 49,413
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